
 
１

民営化の目的 

○債務返済の道筋を立てる 

○高速道路の建設については会社の自主性を尊重しつつ、できるだけ少ない

国民負担で造る 

○効率性を追求し、高コスト体質からの脱却及び生産性の向上を可能とする 

  

 

１．はじめに  

 

○名神高速道路が誕生してから約４０年、国民生活の基盤となるハイウェイネットワー

クの構築は、日本道路公団が整備主体となり、進められてきました。 

 

○その後、平成１３年１２月１９日に閣議決定された「特殊法人等整理合理化計画」の

趣旨のもと、平成１６年６月９日に公布された「道路関係四公団民営化関係法」によ

り、日本道路公団の分割・民営化が実施され、平成１７年１０月１日、東日本高速道

路株式会社が発足しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全で円滑な道路交通を確保しつつ、引き続き管理コストの削減（平成 14 年度比３割

削減）を図るとともに、ＥＴＣを活用した弾力的な料金設定や多様なサービスをご提

供し、使いやすく安心な高速道路を追求します。 

 

 

 

 

 

 

 

日本道路公団 

西日本高速道路株式会社 中日本高速道路株式会社 

東日本高速道路株式会社 

安全で円滑な道路交通を確保しつつ、引き続き

管理コストの削減（平成 14 年度比３割削減）を

図るとともに、ＥＴＣを活用した弾力的な料金

設定や多様なサービスをご提供し、使いやすく

安心な高速道路を追求します。 

道路構造の見直しや技術開発などによる徹底し

たコスト削減を行いつつ、約 582km（調査中区

間 64km を含む）の道路の新設事業と約 52km の

４車線化事業を推進します。また、新直轄区間

については、技術とノウハウを活かし国の事業

推進に協力し、東日本地域における信頼性の高

い高速道路ネットワークの構築に貢献します。 

サービスエリア・パーキングエリアにおいては、コンビニエンスストアの積極的な導入、地域色豊か

な商品・飲食店の拡充、高速道路をご利用になるお客様の多様なニーズに応える商品・サービスを提

供します。また、高速道路を始めとする経営資源を活用した新たなビジネスへの進出を図ります。

さらに、公正で透明な経営を通じ、信頼性の向上に努め、社会的責任を果たしつ

つ、『お客様に信頼され真に国民のためになる』ことを目指していきます。そして、

日本のくらし、社会、経済、文化の向上に貢献してまいります。 




